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Ⅰ 「かながわグランドデザイン 第２期実施計画 点検報告書（案）」に

ついて 

 

 １ 趣旨 

平成27年７月に「かながわグランドデザイン 第２期実施計画」（以

下「第２期実施計画」という。）を策定し、計画を推進してきたが、30

年度は「第２期実施計画」の計画期間の最終年度となる。 

政策のマネジメント・サイクルでは、計画の最終年度において、政策

全般について点検を行うこととしている。 

また、「かながわグランドデザイン 基本構想」（以下「基本構想」と

いう。）についても、状況の変化に応じて総合的に点検を行うこととし

ている。 

そこで、「基本構想」及び「第２期実施計画」の点検を行い、神奈川

県総合計画審議会の審議を経て、その点検結果について、県民との情報

共有を図るため、「かながわグランドデザイン 第２期実施計画 点検

報告書（案）」（以下「点検報告書（案）」という。）としてとりまとめた。 

 

 ２  経過 

・ 平成30年６月開催の神奈川県総合計画審議会で、「『第２期実施計

画』点検基本方針」を審議、了承された。 

・ 平成30年11月開催の神奈川県総合計画審議会で、「点検報告書（素

案）」を審議、了承された。 

・ 平成30年12月21日から平成31年１月21日まで「点検報告書（素案）」

に関する県民意見募集等を実施した。 

  ・ 平成31年２月開催の神奈川県総合計画審議会で、「点検報告書

（案）」を審議、了承された。 

 

 ３ 「点検報告書（案）」の概要＜「参考資料１」参照＞ 

(1) 「基本構想」の点検 

「基本構想」とりまとめ以降の社会環境の変化を、客観的な統計や

指標により把握したところ、少子化、高齢化や人口動向などに関し、

とりまとめ時に整理した社会環境の変化の傾向が継続しており、引き

続き基本目標に向けた取組みを進めていく必要がある。 
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(2) 「第２期実施計画」の点検 

 ア プロジェクトの点検 

23のプロジェクトごとに、次のとおり点検を行った。 

・ 「総合分析」として、プロジェクトのねらいに向けた取組み

の全体像を整理した。 

・ 「数値目標の達成状況」として、計画期間４年分の達成状況

を示すとともに、その要因を分析した。また「主な取組みと成

果」として、４年間の主な取組みと成果を明らかにした。 

・ 「プロジェクトをとりまく状況」として、プロジェクトに関

連する社会環境の変化を整理し、そうした社会環境の変化など

を踏まえ、今後検討していくべき課題や方向性について、「今

後に向けた検討事項」として整理した。 

 イ 主要施策の点検 

政策分野別、地域別に４年間の取組状況を整理し、特に地域別に

ついては実施した主な事業箇所を地図上に示した。 

 ウ ＳＤＧｓを座標軸とした検証 

県の施策がＳＤＧｓとどのように関連しているかを把握するため、

主要施策とＳＤＧｓの関係を整理した。 

   

 ４ 県民意見募集等の結果概要  

県民からの意見を募集するとともに、市町村に対して意見照会を行っ

た。 

 

(1) 県民意見募集の実施方法 

 ア 意見募集期間 

平成30年12月21日～平成31年１月21日 

 イ 周知方法 

県のたより・県ホームページへの掲載、県機関・県内市町村・県

内図書館等での概要版（パンフレット）の配架等 

 ウ 意見の提出方法 

郵送、ファクシミリ、インターネットメール等 
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(2) 実施結果 

 意見総数138件（うち県民125件、市町村13件） 

【分野別の件数】 

分野 件数 分野 件数 

エネルギー・環境 ９件 教育・子育て 14件 

安全・安心 12件 県民生活 36件 

産業・労働 22件 県土・まちづくり 23件 

健康・福祉 16件 計画全般（その他） ６件 

合 計 138件 

 

【意見例】 

・食品の廃棄が多いので、ただ捨てるのではなく、リサイクル等が

必要である。 

・高齢化や人口減少の中で、地域の防犯を強化する必要がある。 

・観光施策では、宿泊を推進する必要がある。 

・若い頃から未病を意識するよう促す必要がある。 

・仕事と子育てが両立できる環境づくりが必要である。 

・オリンピック終了後もスポーツを盛り上げていく必要がある。 

 

【反映状況】 

区分 件数 

点検報告書（案）に反映しました 60件 

既に取り組んでいます 31件 

今後の取組みの参考とします 46件 

反映できません １件 

 

 

 ５ 今後の予定 

平成31年３月 「第２期実施計画 点検報告書」公表 
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Ⅱ 市町村の持続可能な行政サービスの提供に向けた取組みについて 

 

 １ 目的 

人口減少・超高齢社会の到来により、自治体を取り巻く環境が変化す

る中で、市町村が将来にわたり行政サービスを持続的に提供できるよう、

「権限移譲のあり方」、「専門人材の確保等」、「公共施設の老朽化対

策」について、市町村の課題認識も踏まえて県内各地域の特性に応じた

検討を行い、今後の取組みにつなげることとした。 
 

 ２ 経過 

平成30年５月    市長会議及び町村長会議において取組みの考え方

を説明・意見交換 

６～12月  県・市町村間行財政システム改革推進協議会の

下に企画部会を設置 

ワーキンググループ等における検討 

平成31年２月    検討結果のとりまとめ 
 

 ３ 取組内容＜「参考資料３」参照＞ 

(1) 権限移譲のあり方 

 ア 検討プロセス 

処理件数が極端に少ない事務や、専門人材不足により事務執行に

支障を来す事務等について、市町村と意見交換を行うとともに、ア

ンケート調査を実施し、回答のあった事務のうち、現時点で見直し

対象とすることのできる事務を中心に、個別に課題別ワーキング等

を開催し、事務ごとの対応を検討した。 

 イ 当面の主な取組み 

住民の利便性向上や事務の効率化等に資する市町村への権限移譲

は、引き続き推進する一方で、市町村単位では事務発生件数が極端

に少ない権限や、専門人材の確保・育成が困難で、今後の事務執行

に支障を来す権限等については、事務処理特例条例の改正による移

譲事務の県への引上げや県への事務委託も含めて検討する。 

また、社会経済情勢の変化に伴い、必要性や意義が薄れている事

務事業について、事務を担う市町村の意向も踏まえて廃止等を国へ

提案する。 

 ウ 今後の対応 

市町村との協議が整った事務権限から事務処理特例条例の改正等

を行い、平成32年度以降、順次見直しを行う。 
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(2) 専門人材の確保等 

 ア 検討プロセス 

県・市町村それぞれの実務担当者や市町村人事主管課等と意見交

換を行い、市町村の個別の取組みでは対応が困難な専門人材の採用

や育成等について、県による補完の方策を検討した。 

 イ 当面の主な取組み 

県の保健師・土木職等の専門職員の派遣を希望する市町村に対し、

中長期的に可能な限り県から職員を派遣するため、必要な専門人材

を県において計画的に採用するとともに、一定以上の職務経験を持

つ職員を、市町村の費用負担によりローテーションで派遣する。 

また、市町村の多様な交流ニーズに対応するため、既存の職員交

流の仕組みを柔軟に活用するとともに、県職員向けの研修に参加す

る機会を市町村にも提供する等により、人材育成方策の強化を図る。 

 ウ 今後の対応 

専門人材等の採用については、市町村の派遣希望を把握した上で

県の職員採用計画に反映し、最短で平成32年度からの実施を目指す。 

その他の取組みについては、準備が整い次第速やかに実施する。 

 

(3) 公共施設の老朽化対策 

 ア 検討プロセス 

県・市町村の施設関係担当者を対象とした研修及び情報交換を行

うとともに、国との間で、市町村の公共施設の更新に向けた計画に

関する情報や、全国の施設マネジメントに向けた取組事例を共有し

た。 

 イ 当面の主な取組み 

合築等のタイミングを逃すことのないよう、県市町村課に相談窓

口を設置し、国・県・市町村のつなぎ役となるとともに、相談のあ

った案件ごとに、関係市町村等との調整を行う。 

また、国・県・市町村が構成員となる連絡会議を設置し、県内の

公共施設に係る情報交換や、施設マネジメントに関する研修・意見

交換を定期的に行う。 

 ウ 今後の対応 

相談窓口や連絡会議の設置は、平成31年度前半に行う。 

また、平成32年度中に策定される予定の各市町村の個別施設計画

の内容等を踏まえ、更なるマッチングを図る。 
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Ⅲ 本庁機関の再編について 

 

 １ 再編の趣旨 

職員の年齢構成や生産年齢人口の減少等を踏まえ、持続可能な組織・執

行体制を構築する必要がある。こうした観点から、平成 31 年度定期人事

異動に合わせ、課の規模の見直しなどを行う。 

 

 ２ 再編の内容 
  
  (1) 危機管理体制の強化 

・ くらし安全防災局は、局全体で自然災害等の危機事象に備えており、

その組織力をさらに効果的・効率的に発揮していくため、総務室と危

機管理対策課を統合し、総務危機管理室を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (2) ねんりんピック課の新設 

・ 平成 33 年度に県内３政令指定都市とともに開催する全国健康福祉

祭（愛称：ねんりんピック）の開催準備を推進するため、ねんりんピ

ック課を新設する。 

 

 

 

 

 

 

 

現 行 再編後 

【くらし安全防災局】 

      総務室 

      防災部 

      

          危機管理対策課 

【くらし安全防災局】 

     総務危機管理室 

      防災部 

      

         

現 行 再編後 

【スポーツ局】 

    総務室 

   スポーツ課    

   ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ課   

     セーリング課 

【スポーツ局】 

    総務室 

   スポーツ課    

   ねんりんピック課 [新設] 

   ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ課   

     セーリング課  
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  (3) 障害福祉課の再編 

・ 「ともに生きる社会かながわ憲章」の４つの柱に沿って施策を位置

付ける新たな「かながわ障がい者計画」のもと、障がい者施策をより

効果的かつ迅速に推進するため、施設・事業者指導を行う障害サービ

ス部門を分割し、障害福祉課及び障害サービス課の２課に再編する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (4) 保健医療部の再編 

・ 地域包括ケアシステムの構築に向け、保健医療人材の育成・確保に

一元的に対応するため、医療課と保健人材課を統合する。 

・ 県立病院課は県立病院機構の運営指導が中心で、保健医療部他課と

の関連も少ないことから、より効果的・効率的な業務執行を行うため、

保健医療部から独立させ、特定の部に属さない課として再編する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現 行 再編後 

【福祉子どもみらい局】 

  福祉部 

      

     障害福祉課 

     

【福祉子どもみらい局】 

  福祉部 

      

     障害福祉課 

     障害サービス課 

     

現 行 再編後 

【健康医療局】 

        総務室 

 

  保健医療部 

       医療課 

      

     県立病院課 

 

       保健人材課 

【健康医療局】 

        総務室 

       県立病院課 

  保健医療部 

        医療課  
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  (5) 労働部の再編 

・ 働き方改革など労働環境の改善と就業支援を一体的・総合的に推進

するため、労働者の福祉向上やワーク・ライフ・バランスの推進、女

性の就業支援等を行う労政福祉課と、若者・中高年齢者・障がい者等

の就業支援を行う雇用対策課を統合し、雇用労政課を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ 再編の時期 

  平成 31 年度は、４月に知事選挙が実施されることから、知事選挙後に

実施される定期人事異動に合わせて実施する。 

 

現 行 再編後 

【産業労働局】 

  労働部 

     労政福祉課 

     雇用対策課 

     

【産業労働局】 

  労働部 

     雇用労政課 

      

     


